
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰対策補助事業【小学校学校
給食費無償化分】

①物価高騰による子育て世帯の経済的負担軽減を図るた
め、「市町村給食費負担軽減交付金」を活用し小学校の学
校給食費を無償化を実施するにあたり、国が定める食材費
の基準額を超え不足する部分に対し、物価高騰対応重点
支援地方臨時交付金を充当することで完全無償化を実現
する。
②国の支援基準額（月額5,200円）を超え、不足する額
③一人平均183食、＠371　国の支援基準＠5.200×11ケ月
＝57,200円
　183食×＠371=67,893円（一人当たり）
　67,893円－57,200円＝10,693円（不足額）
　10,693円×1,129人＝12,072,397円
合計　12,072,397円
④公立小学校に在籍する児童の保護者（教職員等は対象
外）

R8.4 R9.3

2
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰対策補助事業【中学校学校
給食費補助分】

①学校給食費は令和５年度に改定し、さらに物価高騰に
よって令和８年４月に改定することから、当該増額分を助成
して、保護者の学校給食費の負担を軽減し、安心・安全な
給食を提供する。なお、令和８年度の学校給食費の負担軽
減額は、生徒１人あたり年間約2万円となるため、事前の保
護者への周知により、生徒の世帯の経済的な緩和が図れ
る。
②令和５年度及び令和８年度改定による学校給食費値上
げ分の補助
③【学校給食費の改定増額分】
　中学校：118円×123,793食＝14,607,574円
④公立中学校に在籍する生徒の保護者（教職員等は対象
外）

R8.4 R9.3

3
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰対策商品券配布事業（R7不
足分）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けて
いる市内経済の消費喚起と各家庭の経済支援を行うた
め、市内小売店や飲食店等で利用できる5,000円分の商品
券を全市民に配布する。
②換金等に係る事務経費
③事業検討時予算額（計上ベース）170,911千円からR7実
施計画総事業費160,231千円を差し引いた不足分10,680千
円を計上。
④R8.1.1現在で白石市に住民登録がある全市民、市内事
業者

R8.4 R8.11

4
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

しろいし生活応援ポイント発行事業
（R7不足分）

①物価高騰により家計への負担が増大している市民に対
し、食料品をはじめとした生活必需品の購入を支援するた
め、みやぎ県民公式アプリ「ポケットサイン」を活用し、登録
済みの市民および期間中に新規登録された市民を対象と
して、1人当たり3,000円分の「みやぎポイント」を発行するも
の。
②ポイント発行事業に係る事務経費
③負担金：6,120千円
・発行額：3,000ポイント×2,000人分＝6,000千円
・発行手数料：120千円
④「ポケットサイン」に登録している市民。

R8.4 R9.2

5
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

しろいし生活応援ポイント発行事業
（追加分）

①物価高騰により家計への負担が増大している市民に対
し、食料品をはじめとした生活必需品の購入を支援するた
め、みやぎ県民公式アプリ「ポケットサイン」を活用し、登録
済みの市民および期間中に新規登録された市民を対象と
して、1人当たり3,000円分の「みやぎポイント」を発行するも
の。
②ポイント発行事業に係る事務経費
③負担金：36,720千円
・発行額：3,000ポイント×12,000人分＝36,000千円
・発行手数料：720千円
消耗品費：50千円
④「ポケットサイン」に登録している市民。

R8.4 R9.2

6
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰対策高齢者商品券配布事
業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けて
いる市内経済の消費喚起と高齢者の経済支援を行うた
め、市内小売店や飲食店等で利用できる商品券を1人につ
き5,000円分配布する。
②委託料及び事業実施に要する事務経費
③65歳以上（高齢者）に5千円の商品券を交付
　5千×12,057人＝60,285千円
・事務費　11,375千円
④R8.9.1現在白石市に住民登録がある65歳以上の市民
（同年度内65歳になる方含む）

R8.9 R9.3
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⑤省エネ家電等への
買い換え促進による
生活者支援

8

①目的・効果　　　物価高騰により影響を受ける市民家庭に
おけるエネルギー費用負担の軽減を図るとともに、地球温
暖化抑制対策として温室効果ガス排出量の削減を図るた
め、市内事業者の振興を図りながら省エネ性能の高い冷
蔵庫・冷凍庫・テレビの導入費用の一部を助成し普及促進
を図る。
②交付金を充当する経費内容
　省エネ家電製品(冷蔵庫及び冷凍庫・テレビ)の買替(購
入・設置・撤去)に対する補助金及び事務費
③積算根拠（対象数、単価等）
●補助金　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計
9,200,000円
　・市内店舗(量販店・ホームセンターを除く)から購入
　　限度額5万円　　補助率1/3　60世帯×2品目　6,000,000
円
　・市内量販・ホームセンターから購入
　　限度額２万円　補助率1/3　80世帯×2品目　　3,200,000
円
●消耗品費　　用紙(通知等)代20,000円　コピー代8,000円
ラベル代4,000円　ファイル代16,000円　　トナーカートリッジ
30,000円　計78,000円
●印刷製本費　チラシ印刷(全戸配布、庁舎、事業者備
付)20,000枚　121,000円　ポスター印刷(市施設、店舗等貼
付)　400枚　77,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計198,000円(ワンダフル
クーポン単価参考)
●手　数　料　　振込手数料　112円×400件×1.1≒49,000
円
●通信運搬費　交付決定通知等に係る郵便料　110円×
600通＝66,000円
　　　　　　　　　　問合せ対応用携帯電話通話料
　　　　　　　　　　　初期費用25,740円+月額4,656円×9カ月
≒68,000円
　　　　　　　　　　　(NTTドコモビジネスオンラインショップ参
考)　計134,000円
●会計年度任用職員
　　(問合せ対応・書類審査・通知送付等　１日7時間週3日
勤務)　1,929,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　計
11.588,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　・対象者：市内在住の市民(1世帯につき交付は1台。業務
用ではなく家庭用とて使用する方。同一家屋に複数世帯が
居住する場合は1家屋1台)
　・対象機器：統一省エネラベル3つ星以上の条件を満たし
た冷蔵庫及び冷凍庫、テレビ
　・導入対象期間：令和8年7月～令和9年1月(予算額に達し
次第終了)

R8.6 R9.3
物価高騰対策省エネ家電買換促進事
業

①目的・効果　　物価高騰により影響を受ける市民家庭に
おけるエネルギー費用負担の軽減を図るとともに、地球温
暖化抑制対策として温室効果ガス排出　　量の削減、地球
温暖化適応対策として高齢者を始めとした熱中症予防を図
るため、市内事業者の振興を図りながら省エネ性能の高い
エアコンの導入費用の一部を助成し普及促進を図る。
②交付金を充当する経費内容
省エネ家電製品(エアコン)の導入(購入・設置・撤去)に対す
る補助金及び事務費
③積算根拠（対象数、単価等）
●補助金
計4,600,000円
  ・市内店舗(量販店・ホームセンターを除く)等から購入
　　限度額5万円　補助率1/3　60世帯　　5万円×60世帯
3,000,000円
  ・市内量販店・ホームセンターから購入
　　限度額２万円　補助率1/3　80世帯　　2万円×80世帯
1,600,000円
●消耗品費　　用紙(通知等)代10,000円　コピー代4,000円
　　　　　　　　　　ラベル代2,000円　ファイル代8,000円
計24,000円
●手　数　料　　振込手数料　112円×200件×1.1≒25,000
円
●通信運搬費　説明会・交付決定通知等に係る郵便料
　　　　　　　　　　　　　　　　　110円×300通＝33,000円　　合
計　4,682,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　・対象者：市内在住の市民(1世帯につき交付は1台。業務
用ではなく家庭用として使用する方。同一家屋に複数世帯
が居住する場合は1家屋1台)
　・対象機器：統一省エネラベル3つ星以上の条件を満たし
たエアコン
　・導入対象期間：令和8年4月1日～令和9年1月　(予算額
に達し次第終了)

R8.6 R9.3
物価高騰熱中症省エネ対策家電導入
促進事業

⑤省エネ家電等への
買い換え促進による
生活者支援

7
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①配合飼料価格高騰による畜産経営への影響を緩和する
ため、飼料購入費の一部を補助することで、市内の畜産事
業者の事業継続を図る。
②交付対象者への支援金、需用費、役務費及び時間外勤
務手当
③配合飼料の令和８年第1四半期分（R8.4～R8.6）の一部
を補助（補助上限額：200,000円）：総額8,558千円
【対象数】
　牛（酪農）： 945頭、牛（繁殖）：1,136頭、牛（肥育）：2,557
頭
　豚：21,061頭、鶏：40,000羽
 【単価】
　牛（酪農）：　8,500円／頭、牛（繁殖）：　4,500円／頭、
　牛（肥育）：　4,500円／頭、豚：　3,000円／頭、 鶏：115円
／羽
・需用費（消耗品費）：5千円
・役務費（通信運搬費）：21千円
・時間外勤務手当（市職員）：159千円
④白石市内で畜産業を営む個人、法人
　（62経営体（牛56（和牛34，酪農22），豚5，鶏1）

R8.9 R9.39
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

白石市配合飼料価格高騰対策支援
事業


